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みぞばた ひろ と まつもと ひで き

平成

　私は甲社を経営している社長です。今期は業績が上向いてきており、何とか利益を計上できそうです。
　そこで、長期にわたって未回収となっている売掛金があるので、損失計上をしようと思っています。どのような処理を
すればよいのでしょうか？

　利益の計上状況に関わらず、会計上、金銭債権について取立不能のおそれがある場合＊には、取立不能見込額を貸倒引
当金に計上しなければなりません（中小企業の会計に関する指針）。
　しかし、法人税法上は、中小法人等の一定の法人を除き、貸倒引当金の繰入れを行って費用処理したとしても損金算入
が認められないため、税務対策を考えるのであれば、対象法人の範囲や損金算入限度額についての十分な理解が必要とな
ります。
＊　「取立不能のおそれがある場合」とは、債務者の財政状態、取立のための費用及び手続の困難さ等の要素を総合的に判断したときに回収不能のおそれがある
場合をいいます。

　法人税法上の貸倒引当金制度の適用を受けられる法人は、中小法人等＊、銀行、保険会社、リース会社等に限定されています。
＊　資本金の額等が１億円以下の法人等（資本金の額等が5億円以上の法人等の100％子法人等を除く）をいいます。

公認会計士・税理士　溝端浩人
税理士　松本栄喜第11回 長期未回収の売掛金の損失処理は？

１　法人税法上の貸倒引当金の適用法人

　会社が期末に有する金銭債権を個別評価金銭債権と一括評価金銭債権に区分し、それぞれの区分ごとに貸倒引当金の繰入限度額を計算
します。なお、繰入限度額を超える部分は、損金に算入することができません。

⑴　個別評価金銭債権と繰入限度額
　債務者に次の事実が生じている場合には、各債務者ごとに貸倒引当金の繰入限度額を計算します。

2　貸倒引当金の繰入限度額

⑵　一括評価金銭債権と繰入限度額
　一括評価金銭債権については、以下の算式により繰入限度額を計算します。

①　法定繰入率…繰入率は、業種別に定められています。

②　貸倒実績率…貸倒実績率は以下の算式による過去3年間の平均貸倒実績率によります。

貸倒実績率 ＝

分母の各事業年度におけ
る貸倒損失等の合計額

当期前3年以内に開始した各事業年度末にお
ける一括評価金銭債権の帳簿価額の合計額 ×

12
─
各事業年度の月数の合計数

１
─
各事業年度の数

×
（小数点以下4位未満切上げ）

業　　　種

法定繰入率

卸売業・小売業
（飲食店業等を含む）

10
─
1000

製造業
（電気業等を含む）

8
─
1000

金融・保険業

3
─
1000

割賦販売小売業・
割賦購入斡旋業

13
─
1000

その他の事業

6
─
1000

区　分 債務者における事実 繰入限度額

長期棚上げによる場合

債務超過状態の継続等
による場合

形式基準による場合

①　更生計画認可の決定
②　再生計画認可の決定　等

金銭債権の債務者につき、債務超過の状態が相当期間（概ね１年以上）継続
し、事業好転の見通しがないこと　等

①　更生手続開始の申立て
②　再生手続開始の申立て
③　破産手続開始の申立て
④　手形交換所・電子債権記録機関において取引停止処分を受けた場合　等

その事実が生じた事業年度終了の日後5年以内
に弁済されない金額

取立て等の見込みがないと認められる金額　等

その金銭債権（実質的に債権とみられない金額
を除く）の50％相当額

繰入限度額

繰入限度額

一括評価金銭債権

一括評価金銭債権

②　貸倒実績率

①　法定繰入率実質的に債権とみられない金額＊＝

＝

－ ×

×

いずれかを選択

銀行、保険会社、リース会社等

中小法人等

＊　実質的に債権とみられない金額とは、同じ相手先に対して、売掛金と買掛金等のような債権・債務を有する場合の債権の金額と債務の金額のいずれか少ない金額をいいます
　(過去の実績割合で計算する方法（簡便法）の採用も認められます｡)。


